
高山市連結財務諸表について

　高山市では、普通会計で行っている事業のほかに、国民健康保険事業や介護保険事業、

上下水道事業などの特別会計、企業会計で行っている事業でも市民の皆様に行政サービス

を提供しています。

　また、市自らが行う事業とは別に、一部事務組合や第三セクターなどの関係団体が行う

事業を通じて行政サービスを提供するものもあります。

　市全体の資産や負債の状況を把握するために、市の普通会計や特別会計、企業会計に加

え、市が構成団体となっている一部事務組合や市が設立した地方公社、市が５０％以上出

資している第三セクターなどまでを対象としたものが連結財務諸表です。

　なお、普通会計から各会計への出資金や繰出金、市から連結対象の関係団体への出資金

や補助・負担金などは内部取引として相殺消去しています。

連  結 

高 山 市 

古川国府給食センター利用組合 

飛騨農業共済事務組合 

岐阜県市町村会館組合 

岐阜県後期高齢者医療広域連合 

 

高山市土地開発公社 

一般財団法人高山市施設振興公社 

一般財団法人高山市福祉サービス公社 

一般財団法人荘川観光振興公社 

一般財団法人位山ふれあいの里 

一般財団法人高根村観光開発公社 

一般社団法人高山市文化協会 

一部事務組合等 

地方公社 

第三セクター等 

一般会計 

学校給食費特別会計 

普通会計 

国民健康保険事業特別会計 

下水道事業特別会計 

地方卸売市場事業特別会計 

簡易水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

観光施設事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

水道事業会計 

特別会計・企業会計 
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連結貸借対照表 
 

連結貸借対照表は、決算時点における高山市全体の資産保有状況とその資産の財源調達状況を対照表

示しています。左側にはこれまでに建設した建物や上下水道管などの「資産」を、右側にはその資産を形

成したことによる将来世代の負担である「負債」、これまでの世代がすでに負担した「純資産」を表して

います。 

 

平成２５年度の連結貸借対照表から‥  

 

 これまでに高山市全体では、４，００８億９千万円〔普通会計の１．３６倍〕の資産を形成しています。

財源の内訳として３，１１３億８千万円〔普通会計の１．２８倍〕は、これまでの世代が負担（国県補助

金含む。）したもので既に支払を済ませており、残り８９５億１千万円〔普通会計の１．７６倍〕は、将

来世代の負担として今後に債務の支払いをしていくことになります。 

 

① 公共資産の整備状況 

資産の４，００８億９千万円のうち、３，４４８億５千万円〔普通会計の１．４１倍〕が土地、建

物等の公共資産となっています。 

有形固定資産は、行政サービスを提供するために長期にわたって使用される学校、道路、橋、庁舎、

上下水道施設、観光施設、診療所などの資産で、前年度と比較して４４億１千万円減の３，４４１億

円となっています。これは、道路整備事業費１６億４千万円、街路整備事業費３億７千万円、上水道

施設整備事業費８億１千万円、下水道施設整備事業費７億４千万円などにより総額８６億８千万円の

資産が増加しましたが、減価償却などにより１３０億９千万円の資産が減少したことによるものです。 

 

② 将来の支出に対する貯蓄状況 

借金の返済や将来の支出に充てる貯蓄や現金は、投資的資産に計上している基金等の１８５億４千

万円、流動的資産に計上している資金の３４７億８千万円を合わせた５３３億２千万円〔普通会計の

１．１０倍〕あり、前年度と比較して３４億９千万円増加しています。 

それに対して借金は、地方債、借入金、翌年度償還予定額を合わせた７６０億３千万円〔普通会計

の１．９７倍〕あり、前年度と比較して４０億円減少しています。貯蓄の約１．４３倍の借金がある

ことになりますが、このうち約４７５億９千万円については、後年度に地方交付税で措置されること

が見込まれているものであり、実際に高山市が負担する割合は低くなります。 

 

③ 市税・保険料等の回収状況 

未回収の市税・保険料等は、合わせて２１億円〔普通会計の１．７１倍〕あり、前年度と比較して

９千万円増加しています。主な内訳は、市税１１億５千万円、国民健康保険料２億８千万円、上水道

料金１億５千万円となっています。今後も早期回収に努めていきます。 

 

 

  



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 169,739,544 ①普通会計地方債 33,152,182

②教育 56,203,092 ②公営事業地方債 32,482,798

③福祉 6,718,976 地方公共団体計 65,634,980

④環境衛生 31,222,235 (2) 関係団体

⑤産業振興 53,048,487 ①一部事務組合・広域連合地方債 72,087

⑥消防 4,723,954 ②地方三公社長期借入金 2,602,412

⑦総務 22,439,754 ③第三セクター等長期借入金 8,000

⑧収益事業 関係団体計 2,682,499

⑨その他 4 (3) 長期未払金 3,160,681

有形固定資産合計 344,096,046 (4) 引当金 8,422,386

(2) 無形固定資産 2,683 (5) その他 4,689

(3) 売却可能資産 753,015

公共資産合計 344,851,744 固定負債合計 79,905,235

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 872,120 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 8,899 ①地方公共団体 7,682,155

(3) 基金等 18,542,903 ②関係団体 8,737

(4) 長期延滞債権 1,275,235 翌年度償還予定額計 7,690,892

(5) その他 35,043 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 20,101

(6) 回収不能見込額 △ 341,865 (3) 未払金 802,318

投資等合計 20,392,335 (4) 翌年度支払予定退職手当 700,000

(5) 賞与引当金 369,537

(6) その他 17,030

３　流動資産 流動負債合計 9,599,878

(1) 資金 34,780,785

(2) 未収金 829,762 負　　債　　合　　計 89,505,113

(3) 販売用不動産

(4) その他 34,107 [純資産の部]

(5) 回収不能見込

流動資産合計 35,644,654

４　繰延勘定 130 純　資　産　合　計 311,383,750

資　　産　　合　　計 400,888,863 負 債 ・ 純 資 産 合 計 400,888,863

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

連結貸借対照表
（平成２６年３月３１日現在）
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市民１人あたりの貸借対照表 〔平成26年3月31日現在人口　91,605人〕

平成２５年度　高山市連結貸借対照表

負　　　　債
97.7万円
（△4.5万円）

純　資　産
339.9万円
（5.8万円）

行政サービスを提供するために保有している資産(財産)と、その資産をどのよう
な財源で賄ってきたかを表しています。

有形固定資産
売却可能資産

376.4万円
（△2.9万円）

437.6万円
（1.3万円）

投資的資産
22.3万円
（0.6万円）

流動的資産
38.9万円
（3.6万円）

資産合計
437.6万円
（1.3万円）

負債及び純資産合計

【資産の部】 
 

 行政サービスを提供するために 

保有している資産（財産） 
 

有形固定資産 3,441億円（△44億1千万円） 
 

  学校、道路、橋、庁舎、上下水道施設、観光施設、 

  診療所などの建設的事業にこれまでに使われた 

  お金の総額です。道路や建物などの建設費は減 

  価償却（価値の見直し）をしています。土地代は購 

  入時点の価格で計上しています。 

 

 売却可能資産 7億5千万円（△7千万円） 
 

   行政サービスの提供に活用されていない遊休資産 

  の時価評価額の総額です。 

   

 投資的資産 203億9千万円 （4億3千万円） 
 

  出資金、まちづくり基金や福祉健基金など特定目 

  的の基金（貯金）などの総額です。 

 

 流動的資産 356億5千万円 （31億円） 
 

  現金、財政調整基金などのすぐに現金化すること 

  ができる基金（貯金）、市税など市に納めてもらう 

  お金のうち、まだ収入されていないものなどの総額 

  です。 

 

 資産合計 4,008億9千万円 
（△9億5千万円） 

【負債の部】 
 

 将来の世代が負担する金額 
 

 借入金 760億3千万円 （△40億円） 
 

  これまでに学校や道路などを建設するための財源 

  として国や銀行から借りたお金（借金）の残高です。 

 

 引当金 94億9千万円 （△6千万円） 
 

  年度末に市職員全員が普通退職したと想定した場 

  合に必要となる退職手当など、将来発生することが 

  見込まれる費用の総額です。 

 

 未払金等 39億9千万円 （△5億6千万円） 

 

 負債合計 895億1千万円 
（△46億2千万円） 

【純資産の部】 
 

 これまでの世代が負担した金額 
 

  これまでに学校や道路などを建設するために使 

  われたお金のうち、国や県からの補助金、税金な 

  どのお金の総額です。 

 

 純資産合計 3,113億8千万円 
（36億7千万円） 

計  4,008億9千万円 （△9億5千万円） 計  4,008億9千万円 （△9億5千万円） 

概要版 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 
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消防

総務

その他

生活インフラ・国土保全

道路、橋りょう、河川、公園、市営住宅、下水道、駐車場等

教育

小学校、中学校、社会教育施設、文化財施設、体育施設等

福祉

福祉センター、保育園等

環境衛生

ごみ処理施設、し尿処理施設、保健センター、上水道、診療所等

産業振興

農業用施設（農道・用排水路等）、林道、造林地、観光施設、農業集落排水、卸売市場等

消防

消防庁舎、消防車両等

総務

庁舎等

生活インフラ・ 

国土保全 

1,697億4千万円 

（7億4千万円） 

49.3% 

教育 

562億円 

（△8億9千万円） 

16.3% 

福祉 

67億2千万円 

（△3億1千万円） 

2.0% 

環境衛生 

312億2千万円 

（△2億8千万円） 

9.1% 

産業振興 

530億5千万円 
（△28億8千万円） 

15.4% 

消防 

47億3千万円 

（△2億4千万円） 

1.4% 

総務 

224億4千万円 

（△5億5千万円） 

6.5% 

有形固定資産残高 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 

合 計 

3,441億円 
（△44億1千万円） 
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連結行政コスト計算書 
 

連結行政コスト計算書は、福祉サービスのほか水道水の供給、下水処理、ごみ収集のように資産形成

につながらない行政サービスに伴う１年間の費用と使用料・手数料などの収入がどのくらいあるのかを示

しています。 

 

平成２５年度の連結行政コスト計算書から‥  

 

① 経常行政コスト 

経常行政コストの総額は７１０億３千万円〔普通会計の１．８２倍〕で、前年度と比較して７億３

千万円（１．０％）増加しています。 

性質別にみると、「移転支出的なコスト」が３８７億円〔普通会計の２．４０倍〕で最も多く全体の

５４．５％を占めており、前年度に比べ１０億１千万円（２．７％）増加しています。これは、社会

保障給付が国民健康保険給付費や後期高齢者医療保険給付費などで１１億１千万円（３．７％）増加

したことなどによるものです。 

目的別にみると、福祉が３８９億５千万円〔普通会計の３．２９倍〕で最も多く全体の５４．８％

を占めており、前年度に比べ１０億９千万円（２．９％）増加しています。これは、国民健康保険給

付費や後期高齢者医療保険給付費などの社会保障給付が１１億１千万円（３．７％）増加したことな

どによるものです。 

性質別と目的別の両方からみると、医療、高齢者や障がい者などに対する福祉サービス、子育て支

援などに多くの費用を充てていることがわかります。 

 

② 経常収益 

経常収益は、負担金や保険料、使用料などの受益者負担の金額のことで、総額は２２５億３千万円

〔普通会計の２０．４３倍〕で前年度と比較して６億６千万円（３．０％）増加しています。 

経常収益の額の経常行政コストに対する比率、いわゆる受益者負担比率は３１．７％となっていま

す。 

 

③ 純経常行政コスト 

経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、４８５億円〔普通会計の１．２８

倍〕となっています。 

経常収益には税収を含めないため大幅なコスト超過になっていますが、純経常行政コストは、市税、

地方譲与税、地方交付税といった一般財源や国・県補助金などで賄うことになります。 
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減価償却費

社会保障給付

補助金等

他団体への公共資産整備補助金等

支払利息

回収不能見込計上額

その他行政コスト

市民１人あたりの性質別の行政コスト 〔平成26年3月31日現在人口　91,605人〕

　人件費

　退職手当引当金繰入等

　賞与引当金繰入額

　物件費

　維持補修費

　減価償却費

　社会保障給付

　補助金等

　他団体への公共資産整備補助金等

　支払利息

　回収不能見込計上額

　その他行政コスト

1,755 円

6,137 円

（△1,960 円）

（△1,672 円）

（△53 円）

（2,224 円）

（△310 円）

（△530 円）

（13,915 円）

（1,883 円）

（△1,339 円）

（△71 円）

（△2,579 円）

127,997 円

340,543 円

71,331 円

10,539 円

14,686 円

81,559 円

7,156 円

4,039 円

97,884 円

11,716 円

平成２５年度　高山市連結行政コスト計算書

資産の形成につながらない行政サービスに要した費用（経常行政コスト）を性質別
目的別に表しています。

775,342 円

（2,529 円）

（12,037 円）合　　　　　計

人にかかるコスト 

85億円 

（△3億8千万円） 

12.0% 

物にかかるコスト 

217億6千万円 

（1千万円） 

30.6% 

移転支出的 

なコスト 

387億円 

（10億1千万円） 

54.5% 

その他のコスト 

20億7千万円 

（9千万円） 

2.9% 

人件費 

74億7千万円 

（△2億2千万円） 

10.5% 

退職手当引当金 

繰入等 

6億6千万円 

（△1億6千万円） 

1.0% 

賞与引当金繰入額 

3億7千万円 
（-） 

0.5% 

物件費 

89億7千万円 

（1億5千万円）  

12.6% 

維持補修費 

10億7千万円 
（△3千万円） 

1.5% 
減価償却費 

117億2千万円 
（△1億1千万円） 

16.5% 
社会保障給付 

312億円 
（11億1千万円） 

43.9% 

補助金等 

65億3千万円 

（△2億7千万円） 

9.2% 

他団体への公共 

資産整備補助金等 

9億7千万円 

(1億7千万円） 

1.4% 

支払利息 

13億5千万円 

（△1億3千万円） 

1.9% 

回収不能見込計上額 

1億6千万円 
（△1千万円） 

0.2% 

概要版 

性質別の行政コスト 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 

その他行政コスト 

5億6千万円 
（2億3千万円） 

0.8% 

合 計 

710億3千万円 
（7億3千万円） 
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市民１人あたりの目的別の行政コスト 〔平成26年3月31日現在人口　91,605人〕

　生活インフラ・国土保全

　教育

　福祉

　環境衛生

　産業振興

　消防

　総務

　議会

　その他

合　　　　　計

77,204 円

51,486 円

425,193 円

55,384 円

76,624 円

20,228 円

49,383 円

3,398 円

16,442 円

775,342 円 （12,037 円）

（2,816 円）

（△2,425 円）

（14,155 円）

（2,674 円）

（△3,778 円）

（47 円）

（△43 円）

（0 円）

（△1,409 円）

目的別の行政コスト 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 

生活インフラ・ 

国土保全 

70億7千万円 

（2億2千万円） 

10.0% 

教育 

47億2千万円 

（△2億5千万円） 

6.6% 

福祉 

389億5千万円 

（10億9千万円） 

54.8% 

環境衛生 

50億7千万円 

（2億2千万円） 

7.2% 

産業振興 

70億2千万円 

（△3億8千万円） 

9.9% 

消防 

18億5千万円 

（-） 

2.6% 
総務 

45億3千万円 

（△3千万円） 

6.4% 

議会 

3億1千万円 

（-） 

0.4% 

その他 

15億1千万円 

（△1億4千万円） 

2.1% 

合 計 

710億3千万円 
（7億3千万円） 
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連結純資産変動計算書 
 

貸借対照表の純資産の部の各勘定が会計年度中にどのように変動したかを表すのが純資産変動計算書

です。 

資産を形成するために使われたお金のうち、これまでの世代が負担してきた部分が増加したのか、あ

るいは減少したのかがわかります。 

 

平成２５年度の連結純資産計算書から‥  

 

① 純経常行政コストについて 

純経常行政コスト４８５億円〔普通会計の１．２８倍〕に対し、市税、地方交付税等の一般財源と

補助金等受入（公共資産等整備分１９億２千万円を除く。）の合計が５０１億５千万円〔普通会計の１．

２５倍〕となっています。したがって１６億５千万円〔普通会計の０．７８倍〕の財源超過であるこ

とがわかります。 

 

② 臨時損益について 

経常的なコストのほかに、災害復旧事業費１億６千万円、公共施設の解体等に伴う公共資産除売却

損益２億円、債務負担行為の履行によるその他損益４億８千万円などを加味した１億２千万円〔普通

会計の０．９０倍〕が臨時収益として発生しています。 

 

以上により、１年間で３６億７千万円〔普通会計の０．９７倍〕の純資産が増加しています。  

  



（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 307,710,454

純経常行政コスト △ 48,500,093

一般財源

地方税 13,721,893

地方交付税 17,551,156

その他行政コスト充当財源 3,211,121

補助金等受入 17,585,950

臨時損益

災害復旧事業費 △ 162,233

公共資産除売却損益 △ 202,524

投資損失 5,461

その他臨時損益 478,291

出資の受入・新規設立

資産評価替えによる変動額 △ 14,525

無償受贈資産受入 49,592

その他 △ 50,793

期末純資産残高 311,383,750

連結純資産変動計算書
自　平成２５年４月  １日

至　平成２６年３月３１日
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連結資金収支計算書 
 

連結資金収支計算書は、１年間の資金の流れを性質の異なる３つの活動に分けて表示しています。 

 

平成２５年度の連結資金収支計算書から‥  

 

① 経常的収支について 

支出合計は５８１億７千万円〔普通会計の２．０８倍〕で、前年度と比較して４億８千万円（０．

８％）増加しています。これは、人件費が１億６千万円（１．９％）、補助金等が２億７千万円（４．

０％）それぞれ減少した一方、社会保障給付が国民健康保険給付費や後期高齢者医療保険給付費など

で１１億１千万円（３．７％）増加したことなどによるものです。 

収入合計は７５２億円〔普通会計の１．７４倍〕で、前年度と比較して２億７千万円（０．４％）

増加しています。これは、前期高齢者交付金などの収入が４億９千万円（４．７％）増加した一方、

地方債発行額が２億円（８．７％）減少したことなどによるものです。 

収支は１７０億３千万円〔普通会計の１．１１倍〕の収入超過となっており、公共資産整備や地方

債償還などに充当されることになります。 

 

② 公共資産整備収支について 

支出合計は８９億２千万円〔普通会計の１．５８倍〕で、前年度と比較して３億４千万円（４．

０％）増加しています。これは、他団体への公共資産整備補助金等が１億７千万円（２１．１％）増

加したことや、高山市が行う公共資産整備のための支出として下水道施設整備事業費や上水道施設整

備事業費のほか、土地開発公社が行う用地取得事業により１億４千万円（１．８％）増加したことな

どによるものです。 

収支は６１億１千万円〔普通会計の１．５８倍〕の財源不足となっており、不足額は経常的収支で

賄われたことになります。 

 

③ 投資・財務的収支の部 

支出合計は１４０億１千万円〔普通会計の１．０８倍〕で、前年度と比較して２０億円（１２．

５％）減少しています。これは、基金積立額が１１億５千万円（２２．７％）減少、土地開発公社ほ

かの長期借入金返済額が６億円（６１．１％）減少したことなどによるものです。 

収支は１０６億４千万円〔普通会計の０．９６倍〕の財源不足となっており、不足額は経常的収支、

期首歳計現金残高で賄われたことになります。 

 

以上により、１年間で２億８千万円〔普通会計の０．６９倍〕の歳計現金が増加し、期末の歳計現金

残高は７４億円〔普通会計の１．８３倍〕となっています。 



（単位：千円）

人件費 8,549,999

物件費 8,951,144

社会保障給付 31,195,430

補助金等 6,549,737

支払利息 1,345,347

他会計への事務費等充当財源繰出支出

その他支出 1,574,683

支 出 合 計 58,166,340

地方税 13,637,884

地方交付税 17,551,156

国県補助金等 15,562,993

使用料・手数料 630,173

分担金・負担金・寄附金 11,031,464

保険料 4,858,772

事業収入 5,914,302

諸収入 974,635

地方債発行額 2,100,000

長期借入金借入額 8,000

短期借入金増加額 10,661

基金取崩額 789,431

他会計補助金等

その他収入 2,127,512

収 入 合 計 75,196,983

経 常 的 収 支 額 17,030,643

公共資産整備支出 7,912,568

公共資産整備補助金等支出 965,409

他会計への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出 43,411

支 出 合 計 8,921,388

国県補助金等 2,022,957

地方債発行額 628,000

長期借入金借入額

基金取崩額 47,984

他会計補助金等

その他収入 110,330

収 入 合 計 2,809,271

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 6,112,117

投資及び出資金 131

貸付金 1,694,900

基金積立額 3,937,714

定額運用基金への繰出支出 213,588

他会計への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額 7,772,689

長期借入金返済額 383,085

短期借入金減少額 8,500

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計 14,010,607

国県補助金等

貸付金回収額 1,698,701

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額 1,453,567

公共資産等売却収入 200,170

収益事業純収入

その他収入 21,263

当年度短期借入金（翌年度繰上充用金）増減額

収 入 合 計 3,373,701

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 10,636,906

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額 281,620

期首歳計現金残高 7,115,465

経費負担割合変更に伴う差額 △ 1,700

期末歳計現金残高 7,395,385

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

連結資金収支計算書
自　平成２５年４月　１日

至　平成２６年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
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市民１人あたりの資金収支計算書 〔平成26年3月31日現在人口　91,605人〕

平成２５年度　高山市連結資金収支計算書

１年間の現金の動きを３つの活動に区分して表しています。

820,883 円 

30,667 円 

36,829 円 

経常的収支

公共資産整備収支

投資・財務的収支

人件費や物件費、社会保障給付などの支出と市税や地方交付
税、国・県補助金などの収入

公共資産の整備などにかかる支出と国・県補助金や借金など
の収入

借金の返済や基金への積立金などの支出と国・県補助金や公
共資産の売却収入などの収入

152,946 円 △116,117 円 

（△3,467 円） （△7,669 円）

投資・財務的収支

（8,572 円） （7,328 円） （△1,244 円）

（4,202 円）

888,379 円 885,305 円 3,074 円 

経常的収支

公共資産整備収支

合　　　計

支　　出

（△20,945 円） （△5,240 円） （15,705 円）

（△8,171 円） （△1,379 円） （6,792 円）

634,969 円 185,914 円 

97,390 円 △66,723 円 

収　　入 収　　支

581億7千万円 
（4億8千万円） 

752億円 
（2億7千万円） 

89億2千万円 
（3億4千万円） 

28億1千万円 
（△3億3千万円） 

140億1千万円 
（△20億円） 

33億7千万円 
（△5億円） 

支出 

収入 

経常的収支 

170億3千万円 
（△2億1千万円） 

公共資産整備収支 

△61億1千万円 
（△6億7千万円） 

投資・財務的収支 

△106億4千万円 
（15億円） 

合計収支 

2億8千万円 
（6億2千万円） 

概要版 

合計 811億円 
（△11億8千万円） 

合計 813億8千万円 
（△5億6千万円） 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 
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（単位：百万円）

１．社会資本形成の世代間負担比率（連結貸借対照表より）

地方債・借入金残高（長期未払金、未払金含む）（Ａ） 79,991

公共資産（Ｂ） 344,852

将来世代による社会資本形成負担率（Ａ／Ｂ） 23％ （前年度：24％）

２．流動比率（連結貸借対照表より）

流動資産（Ａ） 35,645

流動負債（Ｂ） 9,600

流動比率（Ａ／Ｂ） 371％ （前年度：328％）

３．固定比率（連結貸借対照表より）

公共資産（Ａ） 344,852

純資産（Ｂ） 311,384

固定比率（Ａ／Ｂ） 111％ （前年度：114％）

４．受益者負担比率（連結行政コスト計算書より）

経常収益（Ａ） 22,525

経常行政コスト（Ｂ） 71,025

受益者負担比率（Ａ／Ｂ） 31.7％ （前年度：31.1％）

５．地方債の償還可能年数（連結貸借対照表、連結資金収支計算書より）

地方債・借入金残高（Ａ） 76,028

経常的収支額（地方債発行額、基金取崩額除く）（Ｂ） 14,141

地方債の償還可能年数（Ａ／Ｂ） 5.38年 （前年度：5.64年）

　自治体等の抱えている地方債と借入金を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済で
きるかを表す指標で、借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。
　なお、平均的な値は、３年～９年の間の年数になります。

平成２５年度　連結財務諸表を活用した財政分析

　社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、地方債と借入金による形成割合を見ることにより、今
後の世代によって負担する割合を見ることができます。
　なお、平均的な値は、１５％～４０％の間の比率になります。

　流動資産が流動負債をどれだけ上回っているかを見ることにより、短期の資金余裕度を見ることがで
きます。
　なお、１００％を下回ると支払能力に問題があり、２００％以上が望ましいとされています。

　公共（固定）資産が純資産（自己資本）でどのくらい賄われているかを見る比率です。
　なお、１００％以下が望ましいとされています。

　経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コストに対する割合を算定す
ることで、受益者負担割合を算定することができます。
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